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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第76期

第１四半期連結
累計期間

第77期
第１四半期連結

累計期間
第76期

会計期間

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　６月30日

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　６月30日

自平成26年
　４月１日
至平成27年
　３月31日

売上高 （百万円） 13,744 14,489 57,237

経常利益 （百万円） 182 596 1,819

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（百万円） 85 △2,283 558

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △36 △2,448 1,439

純資産額 （百万円） 7,313 7,570 10,150

総資産額 （百万円） 30,529 34,512 34,085

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） 9.44 △256.38 50.13

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） - - 48.26

自己資本比率 （％） 23.8 21.8 29.6

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第76期第１四半期連結累計期間は潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第77期第１四半期連結累計期間は潜在株

式が存在するものの、１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

５．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業内容について、重要な変更はありませ

ん。また、当第１四半期連結累計期間よりDiamond Electric Asia Pacific Co.,Ltd.（タイ）および金剛石電機研究

所有限公司(中華人民共和国）並びにダイヤモンドビジネス株式会社が新たに連結子会社となり、主要な関係会社に

なっています。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

なお、文中における将来に関する事項は、当四半期連結累計期間の末日現在において当社グループ（当社および連

結子会社）が判断したものであります。

また、以下の見出しに付された項目番号は、前事業年度の有価証券報告書における「第一部　企業情報　第２　事

業の状況　４　事業等のリスク」の項目番号に対応したものです。

 

(5）法的規制

当社グループ各社は、知的財産権の保護に関する規制、環境規制、商取引、投資又は輸出入、公正競争、労働、

租税等にかかる所在国・地域の各種法令諸規制の適用を受けております。これらの法令諸規則又はその運用にかか

る変更は、当社グループの事業活動への制約、法令遵守対応にかかる費用又は法令諸規則違反による当社グループ

への過料賦課等によって、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループは、平成25年７月に当社顧客への一部自動車部品（点火コイル）の販売に関して米国独占禁止法に

違反したとして米国司法省との間で司法取引契約を締結しております。当該違反行為に関連して、一部顧客と協議

をすすめた結果、当社が和解金を支払うことで和解が成立し、平成27年３月期において、和解金を支払ったことに

伴い、275万米ドル（約３億１百万円）を特別損失に計上しております。なお、当社及び当社の米国子会社に対し

て複数の集団訴訟が提起されているほか、一部顧客と損害賠償に関する交渉を行っております。なお、訴状には請

求金額の記載はありませんが、当該訴訟の結果として、当社の経営成績等へ影響を及ぼす可能性があります。

 

（追記）

平成27年７月１日付で公表しました「和解金支払額合意及び特別損失計上に関するお知らせ」のとおり、一部顧客

と損害賠償に関する交渉を行っておりましたが、当社が和解金として総計2,000万米ドルを４年分割で支払うことで

和解が成立しました。当該和解金につきましては、平成28年３月期第１四半期決算において24億43百万円を特別損失

に計上しております。

 

２【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断したも

のであります。

なお、当第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）

等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

(1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間の我が国経済は、政府の経済対策や日銀による金融緩和により、企業収益や雇用環境

が改善し、景気は、緩やかな回復基調にあるものの、円安による物価上昇、中国経済の成長鈍化など、先行き不透

明な状況が続いております。

当第１四半期連結累計期間の売上高は、海外市場が前期に引続いて好調に推移したことにより144億89百万円

（前年同期比5.4％増）、営業利益は４億99百万円（前年同期比90.4％増）、為替差益等の発生により経常利益は

５億96百万円（前年同期比226.2％増）、一部顧客との間で合意した和解金等による特別損失が発生したことによ

り親会社株主に帰属する四半期純損失は22億83百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純利益85百万円）

となりました。

セグメントの状況は、以下のとおりです。

①　自動車機器事業

自動車機器事業は、国内市場は大きく落ち込んだものの、北米、欧州、アジアを中心とした海外市場が好調

に推移したことから、売上高110億56百万円（前年同期比9.8％増）と増加となりました。利益面では、高水準

の研究開発費を量産効果により吸収し、セグメント利益は９億54百万円（前年同期比87.9％増）となりまし

た。
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②　電子機器事業

電子機器事業につきましては、国内市場での落ち込みをアジアを中心とした海外市場における売上拡大でカ

バーすることができず、売上高は34億32百万円（前年同期比6.7％減）となり、セグメント利益は売上高減少

等により、１億３百万円（前年同期比52.5％減）となりました。

③　その他

当第1四半期連結会計期間より、物流事業等を行うダイヤモンドビジネス株式会社を新たに連結の範囲に含

めたことにより、「その他」の事業セグメントを追加しております。

なお、当第１四半期連結累計期間の売上高は０百万円、セグメント損失は13百万円となりました。

 

（2）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は345億12百万円となり、前連結会計年度末に比べて４億26百万円増加

しました。主な増加は、現金及び預金21億31百万円、有形固定資産１億92百万円、投資有価証券１億31百万円で

あり、主な減少は、受取手形及び売掛金５億80百万円、関係会社株式８億42百万円によるものであります。

負債は269億41百万円となり、前連結会計年度末に比べて30億６百万円増加しました。主な増加は、短期借入

金13億43百万円、長期未払金18億57百万円であり、主な減少は、長期借入金２億23百万円、賞与引当金２億61百

万円であります。

純資産は75億70百万円となり、前連結会計年度末に比べて25億79百万円減少しました。主な増加は、有価証券

評価差額金86百万円であり、主な減少は、利益剰余金24億19百万円、為替換算調整勘定２億42百万円でありま

す。

この結果、自己資本比率は前連結会計年度末の29.6％から21.8％となりました。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

当社グループは、自動車機器事業における開発・生産・品質保証力と電子機器事業における電力変換技術・制御技

術・実装技術の総合力をもって、燃費向上・省エネ・省資源・環境負荷物質の低減等地球環境問題に対応する新技術

の開発に努めてまいりました。

自動車機器事業におきましては、点火系専門メーカーとしてのノウハウを活かして、燃費向上を目的としたエンジ

ン制御の高度化・ＨＶを含む自動車の各種制御に関する製品開発を進めております。当第１四半期連結累計期間の研

究開発費は、４億30百万円であります。

電子機器事業におきましては、得意分野である電力変換技術、高電圧発生技術をベースに、従来のホームエレクト

ロニクスだけでなく、新（代替）エネルギー市場の拡大を睨んだ住宅用パワーコンディショナのラインナップの拡充

及び高付加価値化に取り組んでおります。当第１四半期連結累計期間の研究開発費は、１億33百万円であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 36,500,000

Ａ種優先株式 150

計 36,500,150

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月７日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 9,149,400 9,149,400
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

1,000株

Ａ種優先株式

（当該優先株式

は行使価額修正

条項付新株予約

権付社債券等で

あります。）

150 150 非上場
単元株式数１株

（注）１～３

計 9,149,550 9,149,550 - -

1．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の特質は以下のとおりであります。

(1）普通株式の株価の下落により取得価額が下方に修正された場合、取得請求権の行使により交付される普通株式

数が増加します。

(2）取得価額の修正の基準及び頻度

① 修正の基準：東京証券取引所の終値（30日連続取引日平均）の95％

② 修正の頻度：毎年７月31日及び１月31日

(3）取得価額の下限及び取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の株式数の上限

① 取得価額の下限 171円00銭

② 取得請求権の行使により交付されることとなる株式数の上限

8,771,929株（平成27年６月30日現在におけるＡ種優先株式の発行済株式総数150株に基づき算定。同日の普通

株式の発行済株式総数の95.87％）

(4）当社の決定による本優先株式の全部の取得を可能とする強制転換条項があります。

2．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に関する事項は以下のとおりであります。

(1）権利の行使に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

① 合意による普通株式を対価とする取得請求の制約について

割当先による当社普通株式を対価とする取得請求権の行使に関しては、当社と割当先との間の平成26年５

月12日付投資契約（以下「本投資契約」という。）において、下記のいずれかの事由が発生した場合に限定

されています。

(i)  本優先株式に対する金銭による剰余金の配当が、連続する２事業年度を通じて一度も行われなかった場

合

(ii) 本②(ii)又は(iii)記載の事由が発生した場合

(iii) 本②(i)、(iv)又は(v)記載の事由が発生した日から６ヶ月間が経過した場合

② 合意による金銭を対価とする取得請求の制約について

割当先による金銭を対価とする取得請求権の行使に関しては、本投資契約において、下記のいずれかの事

由が発生した場合に限定されています。

(i)  本優先株式の発行日から５年が経過した場合

(ii) 当社につき、本投資契約に定める義務の違反があった場合

(iii) 当社が本投資契約に定める表明及び保証の違反をした場合（但し、軽微な違反を除く。）

(iv) 当社の各事業年度の有価証券報告書が提出された場合において、当該有価証券報告書に記載される財務

諸表に基づき算出される各事業年度の末日における当社の分配可能額が、当該各事業年度の末日現在の
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割当先の保有する本優先株式の合計株数にその時点を金銭対価取得請求権取得日として算出される本優

先株式１株当たりの取得価額を乗じた金額を下回った場合

(v)  当社の2015年３月期以降の各年度の決算期における単体又は連結の損益計算書に示される営業損益又は

経常損益のいずれかが２期連続で損失となった場合

③ 割当先との投資契約における合意について

当社は、本投資契約において、割当先による取得請求に制約を設ける一方、将来の現金償還請求（金銭を

対価とする取得請求）に対応する分配可能額及び資金を確保して普通株式を対価とする取得請求が行使され

ることを避けること、また当社の財務的健全性を確保すること等を目的として、割当先に対し主に次に掲げ

る遵守事項を負っております。

(i)  当社グループの主たる事業を営むのに必要な許可等を維持すること、全ての法令等を重要な点において

遵守して事業を継続すること、及び、当社グループの主たる事業内容を変更しないこと。

(ii) 割当先の事前承諾なしに、当社のグループ構成を変更しないこと、組織再編（但し、当社グループ内及

び当社グループ全体の観点から見て重要でないものについてはこの限りではない。）を行わないこと、

並びに定款変更、合併、事業譲渡及び重要な資産の譲渡等の重要な変更を行わないこと。但し、割当先

は、かかる承諾を不合理に留保又は拒絶しないものとする。

(iii) 割当先の保有する本優先株式の合計株数に本優先株式１株あたりの取得価額を乗じた金額が、当社の分

配可能額を上回ることとなるような内容の普通株式への剰余金の配当を行わないこと。

(iv) 当社の発行可能株式総数から発行済株式の総数を控除して得た数が、本優先株式の全てについて、通常

下限行使価額で行われる普通株対価取得請求を行った場合に割当先が取得することとなる普通株式数を

超えている状態を維持すること。

(v)  法令等及び本投資契約に定める場合のほか、割当先の承諾なく普通株式を対象とする自己株式の取得を

行わないこと。

(2）当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

割当先は、保有する本優先株式の全部又は一部を第三者に譲渡する場合には、当該譲渡の10営業日前まで

に、本優先株式の譲渡予定の概要（譲渡予定先の氏名又は名称、譲渡予定株式数及び譲渡予定日）を当社に書

面により通知し、当社と誠実に協議すること、並びに、当該譲渡予定先をして本投資契約上の割当先の義務を

負う旨の書面を当社に対して提出させることを約しています。

(3）当社の株券の貸借に関する事項についての所有者と会社の特別利害関係者等との間の取り決めの内容

該当事項はありません。

(4）その他投資者の保護を図るため必要な事項

① 単元株式数

本優先株式の単元株式数は１株であります。

② 議決権の有無及び内容の差異並びに理由

当社は、本優先株式とは異なる種類の株式である普通株式を発行しています。普通株式は、株主としての

権利内容に制限のない株式ですが、本優先株式は、株主総会において議決権を有しません。これは、本優

先株式が剰余金の配当及び残余財産の分配について優先権を持つ代わりに議決権を付さないこととしたもの

であります。

③ 種類株主総会の決議

当社は、会社法第322条第２項の規定による種類株主総会の決議を要しない旨を定款で定めておりません。

3．定款に規定しているＡ種優先株式の内容は、次のとおりであります。

(1) 優先配当金（第12条の2）

① 当会社は、剰余金の配当（Ａ種優先中間配当金（本条第5項に定義する。以下同じ。）を除く。）を行うと

きは、当該配当にかかる基準日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＡ種優先株式を有する株主（以下

「Ａ種優先株主」という。）又はＡ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ａ種優先登録株式質権者」とい

う。）に対し、普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（以下

「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、Ａ種優先株式1株につき本条第2項に定める額の剰余金（以下

「Ａ種優先配当金」という。）を配当する。ただし、当該配当にかかる基準日を含む事業年度に属する日を

基準日として、Ａ種優先配当金の全部又は一部の配当（本条第3項に定める累積未払Ａ種優先配当金の配当

を除き、Ａ種優先中間配当金を含む。）がすでに行われているときは、かかる配当の累積額を控除した額と

する。

② Ａ種優先配当金の額は、1株につき710,000円とする。

③ ある事業年度に属する日を基準日として、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して支払う1株あ

たり剰余金の配当（以下に定める累積未払Ａ種優先配当金の配当を除き、Ａ種優先中間配当金を含む。）の

額の合計額が当該事業年度にかかるＡ種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は、当該事業年度の

翌事業年度の初日（同日を含む。）以降、実際に支払われた日（同日を含む。）まで、年率7.1％（以下

「Ａ種優先配当率」という。）で1年毎の複利計算により累積する。なお、当該計算は、1年を365日とした
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日割計算により行うものとし、除算は最後に行い、円位未満小数第3位まで計算し、その小数第3位を四捨五

入する。累積した不足額（以下「累積未払Ａ種優先配当金」という。）については、Ａ種優先配当金、Ａ種

優先中間配当金及び普通株主若しくは普通登録株式質権者に対する配当金に先立って、これをＡ種優先株主

又はＡ種優先登録株式質権者に対して支払う。

④ Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、Ａ種優先配当金を超えて剰余金を配当しない。ただ

し、当会社が行う吸収分割手続の中で行われる会社法第758条第8号ロ若しくは同法第760条第7号ロに規定さ

れる剰余金の配当又は当会社が行う新設分割手続の中で行われる同法第763条第12号ロ若しくは同法第765条

第1項第8号ロに規定される剰余金の配当についてはこの限りではない。

⑤ 当会社は、毎年9月30日を基準日として剰余金の配当を行うときは、毎年9月30日の最終の株主名簿に記載又

は記録されたＡ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普通登録株式質権者に先立

ち、Ａ種優先株式1株につき当該基準日の属する事業年度におけるＡ種優先配当金の額の2分の1に相当する

額（１円に満たない金額は切り上げる。）（以下「Ａ種優先中間配当金」という。）を配当する。

(2) Ａ種優先株主に対する残余財産の分配 （第12条の3）

① 当会社は、残余財産を分配するときは、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普

通登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式1株あたりの残余財産分配価額として、本条第2項に定める金額を

支払う。

② Ａ種優先株式1株当たりの残余財産分配額は、以下の算式に基づいて算定されるものとする。

（基準価額算式）

1株あたりの残余財産分配価額

＝ 10,000,000円＋累積未払Ａ種優先配当金

＋前事業年度未払Ａ種優先配当金＋当事業年度未払優先配当金額

上記算式における「累積未払Ａ種優先配当金」は、残余財産分配がなされる日（以下「残余財産分配日」と

いう。）を実際に支払われた日として、前条第3項に従い計算される額の合計額とし、「前事業年度未払Ａ

種優先配当金」は、基準日の如何にかかわらず、残余財産分配日の属する事業年度の前事業年度（以下本条

において「前事業年度」という。）にかかるＡ種優先配当金のうち、残余財産分配日までに実際に支払われ

ていないＡ種優先配当金がある場合における当該前事業年度にかかるＡ種優先配当金の不足額（ただし、累

積未払Ａ種優先配当金に含まれる場合を除く。）とし、また、「当事業年度未払優先配当金額」は、

10,000,000円にＡ種優先配当率を乗じて算出した金額について、残余財産分配日の属する事業年度の初日

（同日を含む。）以降、残余財産分配日（同日を含む。）までの期間の実日数につき日割計算により算出さ

れる金額（ただし、残余財産分配日が平成27年3月31日に終了する事業年度に属する場合は、710,000円）か

ら、残余財産分配日の属する事業年度の初日（同日を含む。）以降に支払われたＡ種優先中間配当金がある

場合におけるＡ種優先中間配当金の額を控除した金額とする。

なお、当該計算は、1年を365日とした日割計算により行うものとし、除算は最後に行い、円位未満小数第3

位まで計算し、その小数第3位を四捨五入する。

③ Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、本条に定めるほか残余財産の分配を行わない。

 

(3) 議決権（第12条の4）

Ａ種優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会（種類株主総会を含む。）において議決権を

有しない。

 

(4) 金銭を対価とする取得請求権（第12条の5）

① Ａ種優先株主は、当会社に対し、平成26年8月1日以降いつでも、金銭を対価としてＡ種優先株式の全部又は

一部を取得することを請求することができる（当該請求をした日を、以下「金銭対価取得請求権取得日」と

いう。）。当会社は、この請求がなされた場合には、Ａ種優先株式の全部又は一部を取得するのと引換え

に、金銭対価取得請求権取得日における会社法第461条第2項所定の分配可能額を限度として、法令上可能な

範囲で、金銭対価取得請求権取得日に、Ａ種優先株主に対して、次項に定める取得価額の金銭の交付を行う

ものとする。ただし、分配可能額を超えてＡ種優先株主から取得請求があった場合、取得すべきＡ種優先株

式は取得請求される株数に応じた比例按分の方法により決定する。

② Ａ種優先株式1株あたりの取得価額は、第12条の3第2項に定める基準価額算式に従って計算される。なお、

本項の取得価額を算出する場合は、第12条の3第2項に定める基準価額の計算における「残余財産分配日」を

「金銭対価取得請求権取得日」と読み替えて、基準価額を計算する。
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(5) 金銭を対価とする取得条項（第12条の6）

① 当会社は、平成27年7月31日以降の日で、当会社の取締役会が別に定める日が到来したときは、当該日にお

いて、Ａ種優先株主又はＡ種登録株式質権者の意思にかかわらず、法令上可能な範囲で、次項に定める取得

価額の金銭の交付と引換えにＡ種優先株式の全部又は一部を取得することができる（以下当該取得を行う日

を「金銭対価取得条項取得日」という。）。なお、一部取得するときは、比例按分又はその他当会社の取締

役会が定める合理的な方法による。

② Ａ種優先株式1株あたりの取得価額は、第12条の3第2項に定める基準価額算式に従って計算される。なお、

本項の取得価額を算出する場合は、第12条の3第2項に定める基準価額の計算における「残余財産分配日」を

「金銭対価取得条項取得日」と読み替えて、基準価額を計算する。

 

(6) 普通株式を対価とする取得請求権（第12条の7）

Ａ種優先株主は、当会社に対し、本条第(1)号に定める取得を請求することができる期間中、本条第(2)号に

定める条件で、普通株式を対価としてＡ種優先株式を取得することを請求することができる。

(1) 取得を請求することができる期間

平成26年8月1日以降

(2) 取得と引換えに交付すべき財産

1) 当会社は、Ａ種優先株主が取得請求権を行使した場合、当該Ａ種優先株主の有するＡ種優先株式を取得

するのと引換えに、当該Ａ種優先株主に対して、次に定める条件により当会社の普通株式を交付する

（以下当該取得を行う日を「普通株式対価取得請求権取得日」という。）。なお、Ａ種優先株主に交付

される普通株式数の算出に際し、1株未満の端数が生じたときはこれを切り捨てるものとし、会社法167

条第3項に定める金銭による調整は行わない。

（算式）

Ａ種優先株式の取得と引換えに交付する当会社の普通株式の数

＝（Ａ種優先株主が取得を請求したＡ種優先株式の第12条の3第2項に定める基準価額の総額）÷転換価額

なお、上記の基準価額の算出においては、第12条の3第2項に定める基準価額の計算における「残余財産分

配日」を「普通株式対価取得請求権取得日」と読み替えて、基準価額を計算する。

2) 転換価額

イ 当初転換価額

当初転換価額は、342円とする。

ロ 転換価額の修正

転換価額は、平成27年1月31日以降の毎年7月31日及び1月31日（以下それぞれ「転換価額修正日」とい

う。）に、転換価額修正日における時価の95％に相当する金額（以下「修正後転換価額」という。）に

修正されるものとする。ただし、修正後転換価額が当初転換価額の50%（以下「下限転換価額」とい

う。）を下回るときは、修正後転換価額は下限転換価額とする。なお、転換価額が、下記ハにより調整

された場合には、下限転換価額についても同様の調整を行うものとする。

上記「時価」とは、当該転換価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引

所（以下「東証」という。）における普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値

（終値のない日数を除く。円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。）とする。

ハ 転換価額の調整

(a) 当会社は、Ａ種優先株式の発行後、下記(b)に掲げる各事由により普通株式数に変更を生じる場合又

は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「転換価額調整式」という。）をもって

転換価額（上記ロに基づく修正後の転換価額を含む。）を調整する。

調整後転換価額

＝ 調整前転換価額×（既発行普通株式数＋（（交付普通株式数×1株あたりの払込金額）÷時価））

÷（既発行普通株式数＋交付普通株式数）

転換価額調整式で使用する「既発行普通株式数」は、普通株主に下記(b)(i)ないし(iv)の各取引に係る

基準日が定められている場合はその日、また当該基準日が定められていない場合は、調整後の転換価額

を適用する日の1ヶ月前の日における当会社の発行済普通株式数から当該日における当会社の有する普通

株式数を控除し、当該転換価額の調整前に下記(b)又は(d)に基づき交付普通株式数とみなされた普通株

式のうち未だ交付されていない普通株式の数を加えた数とする。転換価額調整式で使用する「交付普通

株式数」は、普通株式の株式分割が行われる場合には、株式分割により増加する普通株式数（基準日に

おける当会社の有する普通株式に関して増加した普通株式数を含まない。）とし、普通株式の併合が行

われる場合には、株式の併合により減少する普通株式数（効力発生日における当会社の有する普通株式

に関して減少した普通株式数を含まない。）を負の値で表示して使用するものとする。

転換価額調整式で使用する「1株あたりの払込金額」は、下記(b)(i)の場合は当該払込金額（金銭以外の

財産を出資の目的とする場合には適正な評価額、無償割当ての場合は0円とする。）、下記(b)(ii)及び
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(iv)の場合は0円とし、下記(b)(iii)の場合は取得請求権付株式等（下記(b)(iii)に定義する。）の交付

に際して払込みその他の対価関係にある支払がなされた額（時価を下回る対価をもって普通株式の交付

を請求できる新株予約権の場合には、その行使に際して出資される財産の価額を加えた額とする。）か

ら、その取得、転換、交換又は行使に際して取得請求権付株式等の所持人に交付される普通株式以外の

財産の価額を控除した金額を、その取得、転換、交換又は行使に際して交付される普通株式の数で除し

た金額（下記(b)(iii)において「対価」という。）とする。

(b) 転換価額調整式によりＡ種優先株式の転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額の適用

時期については、次に定めるところによる。

(i)  下記(c)(ii)に定める時価を下回る払込金額をもって普通株式を交付する場合（無償割当ての場合

を含む。）（ただし、当会社の交付した取得請求権付株式、取得条項付株式若しくは取得条項付新

株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本ハにおいて同じ。）の取得と引換えに

交付する場合又は普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。以下本ハにおいて同じ。）その他の証券若しくは権利の転換、交換又は行使により交付する場

合を除く。）

調整後の転換価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられたときは当該払込期間の最終日

とする。以下同じ。）又は無償割当ての効力発生日の翌日以降これを適用する。ただし、当会社の

普通株主に募集株式の割当てを受ける権利を与えるため又は無償割当てのための基準日がある場合

は、その日の翌日以降これを適用する。

(ii) 普通株式の株式分割をする場合

調整後の転換価額は、普通株式の株式分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

(iii) 取得請求権付株式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約権であって、その取得と引換え

に下記(c)(ii)に定める時価を下回る対価をもって普通株式を交付する定めがあるものを交付する

場合（無償割当ての場合を含む。）、又は下記(c)(ii)に定める時価を下回る対価をもって普通株

式の交付を請求できる新株予約権その他の証券若しくは権利を交付する場合（無償割当ての場合を

含む。）

調整後の転換価額は、交付される取得請求権付株式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約

権、又は新株予約権その他の証券若しくは権利（以下「取得請求権付株式等」という。）の全てが

当初の条件で取得、転換、交換又は行使され普通株式が交付されたものとみなして転換価額調整式

を準用して算出するものとし、交付される日又は無償割当ての効力発生日の翌日以降これを適用す

る。ただし、普通株主に取得請求権付株式等の割当てを受ける権利を与えるため又は無償割当ての

ための基準日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。

上記にかかわらず、取得、転換、交換又は行使に際して交付される普通株式の対価が上記の時点で

確定していない場合は、調整後の転換価額は、当該対価の確定時点で交付されている取得請求権付

株式等の全てが当該対価の確定時点の条件で取得、転換、交換又は行使され普通株式が交付された

ものとみなして転換価額調整式を準用して算出するものとし、当該対価が確定した日の翌日以降こ

れを適用する。

(iv) 普通株式の併合をする場合

調整後の転換価額は、株式の併合の効力発生日以降これを適用する。

(c)(i) 転換価額調整式の計算については、円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を切り捨て

る。

(ii) 転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額を適用する日に先立つ45取引日目に始ま

る30取引日の東証における普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終

値のない日数を除く。円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。）とす

る。

(d) 上記(b)に定める転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合に該当すると当会社取

締役会が合理的に判断するときには、当会社は、必要な転換価額の調整を行う。

(i)  当会社を存続会社とする合併、他の会社が行う吸収分割による当該会社の権利義務の全部又

は一部の承継、又は他の株式会社が行う株式交換による当該株式会社の発行済株式の全部の取

得のために転換価額の調整を必要とするとき。

(ii) 転換価額を調整すべき事由が2つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額

の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(iii) その他当会社の発行済普通株式の株式数の変更又は変更の可能性の生じる事由の発生により

転換価額の調整を必要とするとき。

(e) 転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額との差額が1円未満の場合は、転

換価額の調整は行わないものとする。ただし、本(e)により不要とされた調整は繰り越されて、その

後の調整の計算において斟酌される。
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(f) 上記(a)ないし(e)により転換価額の調整を行うときは、当会社は、あらかじめ書面によりその旨並

びにその事由、調整前の転換価額、調整後の転換価額及びその適用の日その他必要な事項を株主名簿

に記載された各Ａ種優先株主に通知する。ただし、その適用の日の前日までに前記の通知を行うこと

ができないときは、適用の日以降速やかにこれを行う。

③ 取得請求受付場所

大阪府大阪市淀川区塚本１丁目15番27号

ダイヤモンド電機株式会社

④ 取得の効力発生

取得請求書が本条第③号に記載する取得請求受付場所に到着したときに、当会社は、Ａ種優先株式を取得

し、当該取得請求をした株主は、当会社がその取得と引換えに交付すべき普通株式の株主となる。

(7) 種類株主総会（第19条の2）

1．第15条の規定は、定時株主総会と同日に開催される種類株主総会についてこれを準用する。

2．第16条、第17条、第18条第1項及び第19条の規定は、種類株主総会にこれを準用する。

3．第18条第2項の規定は、会社法第324条第2項の定めによる種類株主総会の決議にこれを準用する。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の残高はありますが行使されておりませんので、該当事項はありま

せん。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（千株）

発行済株式総数
残高（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額（百万
円）

資本準備金
残高（百万
円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
- 9,149 - 2,190 - 3,882

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 A種優先株式   150 - （注）１

議決権制限株式（自己株式等） - - -

議決権制限株式（その他） - - -

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  139,000 - -

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,953,000 8,953 -

単元未満株式（注）２ 普通株式   57,400 - -

発行済株式総数 9,149,550 - -

総株主の議決権 - 8,953 -

（注）１．Ａ種優先株式の内容は、（１）株式の総数等②発行済株式（注）に記載のとおりであります。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式362株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

ダイヤモンド電機株式

会社

大阪市淀川区塚本１丁目

15番27号
139,000 - 139,000 1.5

計 - 139,000 - 139,000 1.5

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,503 4,635

受取手形及び売掛金 ※２ 8,905 ※２ 8,324

電子記録債権 ※２ 253 ※２ 241

商品及び製品 1,875 2,021

仕掛品 566 540

原材料及び貯蔵品 3,019 2,850

繰延税金資産 323 446

その他 2,298 1,567

貸倒引当金 △15 △17

流動資産合計 19,731 20,610

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 8,339 8,396

減価償却累計額 △5,679 △5,692

建物及び構築物（純額） 2,659 2,704

機械装置及び運搬具 21,522 21,422

減価償却累計額 △16,764 △16,938

機械装置及び運搬具（純額） 4,758 4,483

土地 2,171 2,347

建設仮勘定 631 912

その他 7,147 7,092

減価償却累計額 △6,230 △6,210

その他（純額） 916 882

有形固定資産合計 11,137 11,330

無形固定資産 342 362

投資その他の資産   

投資有価証券 1,399 1,530

関係会社株式 842 -

長期貸付金 7 7

繰延税金資産 95 88

退職給付に係る資産 296 314

その他 235 270

貸倒引当金 △2 △2

投資その他の資産合計 2,873 2,208

固定資産合計 14,353 13,901

資産合計 34,085 34,512
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 7,879 7,792

電子記録債務 842 730

短期借入金 ※１ 4,714 ※１ 6,057

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 1,303 ※１ 1,212

リース債務 182 177

未払金 2,794 2,755

未払法人税等 130 134

賞与引当金 612 350

その他 816 1,490

流動負債合計 19,275 20,702

固定負債   

長期借入金 ※１ 2,030 ※１ 1,806

リース債務 500 451

長期未払金 1,100 2,957

退職給付に係る負債 242 246

資産除去債務 109 109

繰延税金負債 310 307

その他 365 359

固定負債合計 4,659 6,238

負債合計 23,935 26,941

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,190 2,190

資本剰余金 5,382 5,382

利益剰余金 1,346 △1,073

自己株式 △65 △66

株主資本合計 8,853 6,433

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 524 610

繰延ヘッジ損益 - 0

為替換算調整勘定 716 473

退職給付に係る調整累計額 △8 △9

その他の包括利益累計額合計 1,232 1,074

非支配株主持分 64 62

純資産合計 10,150 7,570

負債純資産合計 34,085 34,512
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 13,744 14,489

売上原価 11,221 11,705

売上総利益 2,522 2,783

販売費及び一般管理費 2,260 2,283

営業利益 262 499

営業外収益   

受取利息 1 5

受取配当金 12 12

為替差益 - 110

その他 9 19

営業外収益合計 22 148

営業外費用   

支払利息 46 23

為替差損 42 -

支払手数料 8 0

その他 5 27

営業外費用合計 102 51

経常利益 182 596

特別利益   

固定資産売却益 4 4

特別利益合計 4 4

特別損失   

固定資産売却損 0 17

固定資産除却損 7 0

独禁法関連損失 ※ 49 ※ 2,883

特別損失合計 56 2,901

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
130 △2,300

法人税等 42 △14

四半期純利益又は四半期純損失（△） 87 △2,285

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
2 △2

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
85 △2,283
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 87 △2,285

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 23 86

繰延ヘッジ損益 1 0

為替換算調整勘定 △153 △247

退職給付に係る調整額 4 △0

その他の包括利益合計 △124 △162

四半期包括利益 △36 △2,448

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △38 △2,445

非支配株主に係る四半期包括利益 2 △2
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間よりDiamond Electric Asia Pacific Co.,Ltd.（タイ）及び金剛石電機研究所有限

公司(中華人民共和国）並びにダイヤモンドビジネス株式会社は、重要性が増したため連結の範囲に含めており

ます。

 

（会計方針の変更等）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。)、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。)及び「事業分離等に関する会計基準」 (企業会計基準第7号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。)等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の

持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として

計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（4）、連結会計基準44－５項（4）及び

事業分離等会計基準57－４項（4）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時

点から将来にわたって適用しております。

なお、この変更による損益への影響はありません。

 

（作業くず売却益の会計処理の変更）

作業くず売却益については、従来、営業外収益として計上しておりましたが、当第１四半期連結会計期間よ

り、製造費用（売上原価）の控除項目として計上する方法に変更しました。この変更は、より適正な材料費を算

出して原価管理を適切に行なうためのものであります。

当該会計方針の変更は遡及適用され、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、遡及適用後

の四半期連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。

この結果、前第１四半期連結累計期間におきましては、遡及適用を行う前と比べて、売上原価、売上総利益、

営業利益、営業外収益に与える影響は軽微であり、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響はありませ

ん。また、前連結会計年度の期首の純資産への累積的影響額はありません。

なお、セグメント情報に与える影響は軽微であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純損益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、税引前四

半期純損益に一時差異等に該当しない重要な差異を加減した上で、法定実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　財務制限条項

(1）取引銀行４行とシンジケーション方式による短期コミットメントライン契約を締結しておりますが、当該契約

には以下の財務制限条項が付されており、これに抵触した場合、借入先の要求に基づき、借入金を一括返済する

ことがあります。

① 各事業年度末日及び第２四半期会計(累計)期間の末日における連結損益計算書に記載される営業損益を損失と

しないこと。

② 各事業年度末日における単体の損益計算書に記載される営業損益を損失としないこと。

③ 各事業年度末日における連結及び単体の損益計算書に記載される経常損益を損失としないこと。

④ 各事業年度末日及び第２四半期会計期間の末日における連結及び単体の貸借対照表に記載される純資産の部の

合計金額を、平成26年３月期末日における連結及び単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％

に相当する金額、又は直前の各事業年度末日及び第２四半期会計期間の末日における連結及び単体の貸借対照表

に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高い方の金額以上に維持すること。
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前連結会計年度

（平成27年３月31日）

当第１四半期連結会計期間

（平成27年６月30日）

コミットメントラインの総額 3,000百万円 2,200百万円

借入実行残高 2,220 2,200

差引額 780 -

 

 

(２）取引銀行２行とシンジケーション方式による短期コミットメントライン契約を締結しておりますが、当該契

約には以下の財務制限条項が付されており、これに抵触した場合、借入先の要求に基づき、借入金を一括返済す

ることがあります。

①　各事業年度末日における連結及び単体の損益計算書に記載される営業損益を損失としないこと。

②　各事業年度末日における連結及び単体の損益計算書に記載される経常損益を２期連続して損失としないこ

と。

③　各事業年度末日及び第２四半期会計期間の末日における連結及び単体の貸借対照表に記載される純資産の部

の合計金額を、平成26年３月期末日における連結及び単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の

75％に相当する金額、又は直前の各事業年度末日及び第２四半期会計期間の末日における連結及び単体の貸借

対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高い方の金額以上に維持す

ること。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）

当第１四半期連結会計期間

（平成27年６月30日）

コミットメントラインの総額 1,300百万円 1,300百万円

借入実行残高 - 1,040

差引額 1,300 260

 

(3）取引金融機関とコミット型シンジケートローン契約を締結しておりますが、当該契約には以下の財務制限条項

が付されており、これに抵触した場合、借入先の要求に基づき、借入金を一括返済することがあります。

①　各事業年度末日における連結及び単体の損益計算書に記載される営業損益を損失としないこと。

②　各事業年度末日における連結及び単体の損益計算書に記載される経常損益を損失としないこと。

③　各事業年度末日における連結及び単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を、直近の事業年度

末日における連結及び単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額以上に維持

すること。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）

当第１四半期連結会計期間

（平成27年６月30日）

シンジケートローンの借入実行残高 1,411百万円 1,323百万円
 
 

(4）取引金融機関と実行可能期間付タームローン契約を締結しておりますが、当該契約には以下の財務制限条項が

付されており、これに抵触した場合、第２四半期会計（累計）期間の末日においては個別借入及び本借入の利率

が変更になり、また、事業年度末日においては借入金を一括返済することがあります。

①　各事業年度末日及び第２四半期会計（累計）期間の末日における連結及び単体の損益計算書に記載される営

業損益を損失としないこと。

②　各事業年度末日及び第２四半期会計（累計）期間の末日における連結及び単体の損益計算書に記載される経

常損益を損失としないこと。

③　各事業年度末日における連結及び単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を前年度決算期の末

日における純資産の部の合計金額の75％以上に維持すること。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）

当第１四半期連結会計期間

（平成27年６月30日）

タームローンの借入実行残高 400百万円 375百万円

 

※２　債権流動化による譲渡残高

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）

当第１四半期連結会計期間

（平成27年６月30日）

受取手形及び売掛金 727百万円 631百万円

電子記録債権 351 319

 

　３　訴訟事項等
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（前連結会計年度）（平成27年３月31日）

平成25年７月に米国司法省と締結した司法取引契約に関連して、当社及び当社の米国子会社に対して複数の集団

訴訟が提起されているほか、一部顧客と損害賠償に関する交渉を行っております。なお、訴状には訴訟金額の記載

はありませんが、当該訴訟の結果として、当社の経営成績等へ影響を及ぼす可能性があります。

 

（当第１四半期連結会計期間）（平成27年６月30日）

平成25年７月に米国司法省と締結した司法取引契約に関連して、当社及び当社の米国子会社に対して複数の集団

訴訟が提起されているほか、一部顧客と損害賠償に関する交渉を行っております。なお、訴状には訴訟金額の記載

はありませんが、当該訴訟の結果として、当社の経営成績等へ影響を及ぼす可能性があります。
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（四半期連結損益計算書関係）

※　独禁法関連損失の内容は、当社顧客への一部自動車部品（点火コイル）の販売に関して米国独占禁止法に違反

したことによるものであり、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

和解金 -百万円 2,443百万円

弁護士費用及び米国司法省調査義務履

行費用
49 439

計 49 2,883

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

減価償却費 494百万円 496百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

1株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 27 3 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

1株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 45 5 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

平成27年６月26日

定時株主総会
A種優先株式 53 355,000 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント

その他 合計
調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２
 

自動車機器

事業

電子機器

事業
計

売上高        

外部顧客への売上高 10,065 3,678 13,744 - 13,744 - 13,744

セグメント間の内部売上高
又は振替高 - - - - - - -

計 10,065 3,678 13,744 - 13,744 - 13,744

セグメント利益 507 218 726 - 726 (463) 262

（注）１．セグメント利益調整額463百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用463百万円であり

ます。なお、全社費用は、各報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 

自動車機器

事業

電子機器

事業
計

売上高        

外部顧客への売上高 11,056 3,432 14,489 0 14,489 - 14,489

セグメント間の内部売上高
又は振替高 - - - 234 234 (234) -

計 11,056 3,432 14,489 234 14,723 (234) 14,489

セグメント利益 954 103 1,057 (13) 1,044 (544) 499

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物流事業等を含んでおり

ます。

２．セグメント利益調整額544百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用544百万円であり

ます。なお、全社費用は、各報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株あたり四

半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

(1)　１株当たり四半期純利益金額又は１株当た

り四半期純損失金額（△）
9円44銭 △256円38銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

又は親会社株主に帰属する四半期純損失

金額（△）（百万円）

85 △2,283

普通株主に帰属しない金額（百万円） - 26

（うち優先配当額（百万円）） - （26）

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半

期純利益金額又は親会社株主に帰属する四

半期純損失金額（△）（百万円）

85 △2,309

普通株式の期中平均株式数（株） 9,014,998 9,009,631

(2)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額
- -

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
- -

（うち優先配当額（百万円）） - -

普通株式増加数 （株） - -

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要

- -

（注）１.前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

２.当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

するものの、１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

（決算日後の状況）

特記事項はありません。

 

（訴訟）

四半期連結貸借対照表関係の注記３に記載のとおりであります。

 

EDINET提出書類

ダイヤモンド電機株式会社(E02019)

四半期報告書

22/24



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年８月７日

ダイヤモンド電機株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 洪　　性禎　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 堀内　計尚　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダイヤモンド電

機株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日

から平成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ダイヤモンド電機株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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